
令和４年度 事 業 報 告 

 

 

第１ 事 業 概 要 

令和４年度の我が国の経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつ

ある中、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や欧米各国の金融引締め等による世

界的な景気後退懸念などにより景気の下振れリスクが意識されている。製造業が経

済の基軸となっている富山県においては、荷主企業である製造業各社において持ち

直しの動きがみられるが、原材料価格の高止まりの影響もあり、先行きについては

不透明な状況が続くものと予想される。 

一方、原油価格は一時期の高騰からは落ち着きをみせているが、ＯＰＥＣプラス

による減産の影響もあり、引き続き高止まりの状況が予想される。 

トラック運送業界においては、「標準的な運賃」が告示されて３年が経過したが、

荷主に浸透が進んでおらず、適正な運賃・料金の収受には至っていない状況にあり、

加えて燃料価格や車両価格等の高騰が企業収益を圧迫する中で、ドライバーの時間

外労働上限規制への対応や人材確保対策、生産性向上等の取組みに迫られている。  

このような中、当協会としては、会員事業者の厳しい経営状況を少しでも打開す

るため、安全・安心な輸送サービスの確保と輸送コスト抑制のための各種助成事業

を最重点施策として積極的に取り組んだ。 

 

第２ 事 業 内 容  

Ⅰ 公益目的支出計画に基づく実施事業  

 １．経営環境改善、輸送サービス改善向上等に向けた運動の展開  

(1) 国が地方公共団体に交付する「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金」を活用した燃料価格高騰に対する支援について、富山県及び県内

全市町村に対して要望活動を実施したところ、県においては会員事業者が対

象となるよう補助金の対象範囲拡大が措置されたほか、市町村においては全

市町村で燃料費高騰対策のための補助金が措置された。 

(2) 適正運賃・料金の収受を実現するため、「標準的な運賃」の設定と燃料費

サーチャージ導入についての理解と協力を求める依頼文を１１月に荷主宛に

郵送し、１２月には民放テレビ放送局３局に対し１５秒ＴＶＣＭを放送した。  

(3) トラックドライバーの時間外労働上限規制についての理解促進を図るため、

３月に新聞広告による広報活動を実施した。 

(4) 令和５年度税制改正・予算等に関する要望を行なった結果、令和４年度補

正予算及び令和５年度当初予算においてトラック運送業界関係の予算が措置

され、大口・多頻度割引率最大５０％については、令和５年度末まで継続さ

れることになったほか、令和４年度補正予算において、テールゲートリフ

ター、ユニック車、フォールドデッキ導入に対する予算が措置された。自動



車税における営自格差の見直しについては阻止することができた。なお、令

和５年度経済産業省・環境省予算において、低炭素型ディーゼルトラックへ

の継続補助、トラックや車両動態管理システムの導入等に係る補助予算が措

置された。 

(5) 全日本トラック協会と連携して、令和５年度税制改正・予算や高速道路料

金のさらなる引下げ等を自由民主党富山県連及び県選出の自民党国会議員へ

要望した。 

(6) 業界の指標となる経営分析報告書を作成するため、会員事業者１７０社の

協力を得て調査を実施し、その結果を配布した。 

(7) 協会機関誌「富ト協ニュース」の一層の内容充実とホームページによる迅

速な情報提供に努め、会員に対する情報提供活動の強化を図った。 

(8) 石油製品価格の調査結果を富ト協ニュースで公表したほか、全日本トラッ

ク協会が実施する燃料費対策特別融資の周知に努め、燃料費対策を支援した。  

(9) 会員事業者の情報化推進と生産性向上を支援するためのＩＴ活用セミナー

を１１月１９日に開催した（参加者２２名）。  

 

 ２．交通・労災事故の防止  

(1) 全日本トラック協会が策定した「トラック事業における総合安全プラン２

０２５」の全都道府県共通目標である飲酒運転ゼロ、死者数と重傷者数合計

が１万台あたり６ .５人以下を達成するため、「プラン２０２５目標達成セミ

ナー」を２月２１日に開催した（参加者２２名）。 

(2) 大型トラックの車輪脱落事故が増加傾向にあることから、タイヤメーカー

から講師を招き、座学と実車を用いた車輪脱落事故防止講習会を９月２日に

開催した（参加者４６名）。 

(3) 交通事故ゼロを目指して「みんなで挑戦！ルールを守りマナーの向上」を

スローガンに、令和４年度交通事故絶滅運動を通年運動として実施した。  

(4) 交通安全意識高揚のため、関係機関の提唱する春、夏、秋、年末年始の各

季交通安全運動をはじめ各種運動に積極的に参加したほか、降雪期における

安全円滑な道路確保に関する陳情活動やパトロール活動による会員事業所運

転者等に対する指導を実施した。 

(5) 富山県が行う交通安全対策に協力するため、春の全国交通安全運動に合わ

せて、反射材グッズ２万７千個余を寄贈した。 

(6) 令和４年における富山県内の事業用貨物自動車の交通事故発生状況は、次

のとおりとなっており、対策をさらに推進することとする。 

    発生件数 ７１件（前年６６件） 

    死者数   ４名（前年５名）  傷者数  ８１名（前年７３名） 

(7) 会員事業所の新型コロナウイルス感染症対策と安全確保対策に資するため、

携帯型アルコール検知器の導入に助成金を交付した。 

    申請個数  ２３６台、助成額  １，０６９千円 



(8) 交通事故防止を推進するため、全日本トラック協会と連携して、車両周辺

の安全確認支援装置の安全対策機器、当協会単独でドライブレコーダーの導

入に助成金を交付した。 

    安全装置等     申請車両 ２０４両、助成額  ５，８５９千円 

    ドライブレコーダー  申請車両 ２６０両、助成額 １７，５０３千円 

(9) 交通事故の未然防止と運行管理の徹底に資するため、一般・初任・適齢の

各受診料と運転経歴証明書発行手数料の全額を助成した。 

    適性診断    受診者数  ３，６１４名、助成額 １１，９７８千円 

    運転経歴証明書  交付者数  ７，７６８名、助成額  ５，２０４千円 

(10) 事故防止をはかるため、事業所における運転者教育等の開催を積極的に勧

奨し、教育用テキスト・ＤＶＤ等の貸出を実施した。 

(11) 運転技能及び整備点検技術の向上をはかるため、第５３回富山県トラック

ドライバーコンテストを開催し、優秀選手を全国トラックドライバーコンテ

ストに派遣した。 

    富山県大会   ６月１８日開催  選手１８名参加 

    全国大会   １０月２２日開催  富山県選手３名出場 

(12) 令和４年における富山県内の労災事故発生状況は、次のとおりであった。  

    死 亡  ３人(前年２人)  休業  １１９人（前年１０９人） 

(13) 労働災害の撲滅を目指して「なくそう労働災害高めよう安全衛生意識！」

をスローガンに、令和４年度労働災害撲滅運動を通年運動として実施した。 

(14) 第３９回富山県フォークリフト運転競技大会を実施し、優秀選手を全国大

会に派遣した。 

    富山県大会   ７月２９日開催  選手８名参加 

    全国大会   １０月 １日開催  富山県選手１名出場 

(15) 定期健康診断の受診率向上をはかるとともに、健康状態に起因する事故の

防止に寄与することを目的として、労働安全衛生規則で規定される雇入時、

定期、特定業務従事者に対する健康診断に係る費用の一部助成を実施した。 

    申請者数  ８，０６０名、助成額  １２，０９０千円 

(16) ドライバーに対する実践形式による指導教育として、１１月６日に安全運

転講習会を開催した（参加者１８名）。 

(17) 健康に起因する事故の防止をはかるため、全日本トラック協会と連携して、

過労死等防止・健康起因事故防止セミナーを８月２３日に開催した（参加者

２０名）。 

(18) 不正改造を防止するとともに、作業環境の改善をはかることを目的として、

可動式突入防止装置導入助成事業を実施した。  

    申請車両  １６両、助成額  １，６００千円 

(19) 全会員事業所従業員が一丸となって行動する「富山県１０９（とらっく）

無事故無違反チャレンジアクション」を展開した結果は次のとおりであった。  

 



 事業所数 チーム数（５名１チーム）  個人 

参加数 
２００ 

（２１８） 

１,２０６ 

(１ ,２６１) 

６,０３０ 

（６,３０５） 

６ ,０３０ 

（６ ,３０５） 

達成数 
 ８７※１  

（１０２） 

９９４※２  

(１ ,０６６) 

４,９７０ 

（５,３３０） 

 ５ ,７９５※３  

（６ ,０９２） 

達成率 
４３.５％ 

（４６ .８％） 

８２.４％ 

（８４.５％） 

９６.１％ 

（９６.６％） 

  ※参加会員事業者数１５５社（１５６社）   （ ）内は前年度  

  ※１  事業所の全チームが、無事故無違反を達成した数  

  ※２  無事故無違反を達成したチーム数  

  ※３  無事故無違反を達成した人数  

 

 ３．環境の保全、地球温暖化対策  

(1) 環境にやさしい転がり抵抗の少ない低燃費タイヤを導入する会員に対し、

低燃費タイヤ導入促進助成事業を次のとおり実施した。 

    申請本数  ５，０１２本、助成額  １０，０２４千円 

(2) ハイブリッド車、天然ガス（ＣＮＧ）車を導入する会員に対し、環境対応

車導入促進助成事業を次のとおり実施した。 

    申請車両  ５両、助成額  ４８０千円 

(3) アイドリングストップを推進するため、アイドリングストップ支援機器等

導入助成を全日本トラック協会と連携して次のとおり実施した。 

    申請台数    ６６台、助成額   ４，３００千円 

(4) 環境保全に対する取組みの一環として、グリーン経営認証の普及促進に努

めた結果、令和５年３月末で８２事業所が取得している。 

(5) 「いつでもどこでも誰でもできるエコドライブ推進に努めよう」をスロー

ガンに、令和４年度エコドライブ推進運動を通年運動として実施した。  

(6) エコドライブ推進運動の実践等を呼びかけるため、６月１９日に省エネ運

転講習会を開催した（参加者２０名）。 

(7) 不正軽油使用防止のためのキャンペーンを実施するとともに、富山県不正

軽油防止対策協議会等関係会議に参加し、不正軽油使用防止に関する運動を

行った。 

(8) 富山県が行う環境保全活動事業に係る教材の作製に協力し、トラック運送

業界が環境に配慮していることのＰＲに努めた。  

(9) 定期点検整備推進運動等を積極的に推進し、自動車使用者に対する保守管

理意識の高揚と点検整備の促進をはかった。 

 

 ４．人材の育成・確保  

(1) 職場環境改善に向けた各事業者の取組みを「見える化」し、求職者の運転

者への就職を促進することを目的とした「運転者職場環境良好度認証制度

（通称 :働きやすい職場認証制度）」について取得促進を図るためのセミナー

を８月２２日に開催するとともに、審査料・登録料に対して助成する事業を



次のとおり実施した（セミナー参加者３１名）。 

    申請者数  ３社、助成額  １２０千円 

(2) 若年労働者と女性人材確保対策として、ＡＴ車・ＡＭＴ車を導入する会員

に対して助成事業を実施した。 

    申請台数  ３７台、助成額  ３，６０８千円 

(3) 従業員の資質向上、労働力の確保及び交通労働災害事故防止対策、ひいて

は安定した輸送サービスの提供に寄与することを目的として、会員事業所の

従業員を対象に、大型自動車免許、準中型自動車免許、中型自動車免許、大

型特殊自動車免許及び牽引免許及びフォークリフト運転技能講習、ショベル

ローダー等運転技能講習、はい作業主任者技能講習の修了証等の取得費用の

一部を助成する事業を次のとおり実施した。 

    申請者数  ５７８名、助成額  １６,７７２千円 

(4) 人材育成及び業界の近代化に向けて、県内若手経営者で組織する青年部会

の活動を積極的に支援するため、全日本トラック協会青年部会北陸信越ブ

ロック大会及び全国大会に派遣したほか、２月８日には点呼に対する理解を

深めるためのセミナーを開催した（参加者１０２名）。 

(5) 運行管理者等基礎講習、一般講習に係る受講料の全部を助成した。 

    基礎講習  受講者数  ２３２名、助成額   ２，０６５千円  

    一般講習  受講者数  ８６２名、助成額  ２，７５８千円  

(6) 全日本トラック協会と連携して、ドライバー等安全教育訓練促進助成事業

及び中小企業大学校講座受講促進助成事業を実施した。 

    申請者数  １名、助成額  １４千円 

(7) 大型・牽引・大型特殊運転者の育成をはかるため、富山県交通安全協会の

協力を得て運転免許取得のための特別講習（大型２３名、中型１名、準中型

１名、牽引７名、大型特殊２５名、限定解除３名）を実施した。 

(8) 若年者、女性、高年齢者の採用等少子高齢化に対応した労働力の確保及び

活用対策の周知徹底をはかるため、キャリア形成促進助成金リーフレットを

配布するとともに、６５歳超雇用推進助成金制度の情報提供を行った。  

 

 ５．適正化事業の推進と輸送秩序の確立  

(1) 令和６年度から適用される改正改善基準告示の説明会を富山労働局と協力

して１１月１７日と２４日に開催した（参加者２９４名）。 

(2) Ｇマーク制度開始から２０年が経過することに伴う見直しにより、令和５

年度に一部改正が実施されることから、改正点についての説明会を７月２６

日、２７日と８月１０日に開催した（参加者８３名）。 

(3) 運輸安全マネジメント制度の一層の定着と取組の深度化、高度化をはかる

ため、リーフレットを配付し、適正化事業指導員によるフォローアップを行

うとともに、自動車事故対策機構が実施する運輸安全マネジメント講習に係

る受講料の全額を助成した。  



    受講者数  １８名、助成額  ９４千円 

(4) 適正化事業実施機関の健全な事業の推進を図るため、実施機関の諮問に応

じ評議、提言を行う評議委員会を３月２７日に開催し、外部有識者評議委員

から提言を得た。 

(5) 初任運転者のための指導及び監督の指針に対応した研修会を５月２７、２

８日と１０月２８、２９日に開催した（参加者延べ５０名） 

(6) 巡回指導項目の厳正かつ公平な評価をはじめ、巡回指導目標の達成、苦情

相談に対する適正、円滑な処理等、適正化事業の着実な推進を図った。 

(7) 適正化指導員（専任５名、兼任２名）で次の事業所指導を実施した。  

    事業所巡回 実施 ３５８ヵ所 

    パトロール 実施 ２０３回 

    街頭指導  実施  １９回 

(8) 荷主の理解と協力を得るため、荷主を招いての物流セミナーを計画してい

たが、新型コロナウイルス感染症の影響から開催中止とした。 

(9) 荷主とトラック運送事業者の協働による適正取引を推進するため、３月９

日に富山運輸支局の協力のもと、県内物流事情等について協議する令和４年

度富山県物流政策懇談会を開催し、政労使三者による意見交換を行った。  

(10) 富山運輸支局が行う新規許認可事業者対象の指導講習会に出席し、運行管

理、整備管理、巡回指導についての理解を求めるとともに、公共輸送機関と

しての意識向上と法令遵守の徹底を図った。 

(11) 適正化事業指導員による道の駅等を中心とした街頭パトロール活動を実施

した。 

(12) 貨物自動車運送事業安全性評価事業（Ｇマーク）取得の説明会を５月１１

日に開催（参加者１００名）し、認定の取得を推進した結果、県内の有効期

間のある安全性優良事業所の認定数は３２８事業所（認定率３８ .２％）と、

全国平均３２ .８％を上回る結果となったほか、有効期限切れや廃車時のス

テッカーの剥離等適正な管理を呼びかけた。 

(13) 事業所に対する巡回指導では、点呼の実施と記録の保存、運転者への指導

教育の徹底、勤務時間や乗務管理の徹底など運行管理を重点に指導した。  

(14) 車両の燃費管理、タイヤ管理等の徹底等によりコスト管理意識の醸成をは

かるとともに、輸送品質向上のための具体的な指導を実施した。 

(15) 永年安全性優良認定事業所に対する国土交通省表彰候補者を富山運輸支局

長に６事業所上申し、表彰を受賞した。 

(16) 睡眠時無呼吸症候群に関する啓発活動を行うとともに、全日本トラック協

会と連携し、ＳＡＳスクリーニング検査助成を実施した。  

    申請者数  ７３２名、助成額  ３,６５７千円 

(17) 脳・心臓疾患の要因となる高血圧の予防に有効な血圧計の普及促進を図り、

健康起因事故を防止するため、全日本トラック協会と連携し、血圧計導入促

進助成を実施した。 



    申請台数    ２台、助成額   １１１千円 

(18) 事業用自動車の運転者が疾病により運転を継続できなくなる事案の中で最

も多い、脳血管疾患について早期発見、早期治療を図るため脳健診（脳ドッ

ク・脳ＭＲＩ）について助成を実施した。 

    申請者数  ３５名、助成額  ３５０千円 

(19) 従業員の新型コロナウイルス感染防止対策として購入するマスク等の感染

防止対策用品について助成を実施した。 

    申請会員数  １３社、助成額  １８７千円 

(20) 国土交通省告示で定める「指導監督指針」に則った指導教育を推進するた

め、ドライバー教育ツール「セーフティ e ラーニング」の基本利用料を負担

した。 

(21) トレーラの点検整備に起因する事故防止のため、点検整備の重要性や特性

について解説するセミナーを９月１３日に開催した（参加者２８名）。  

 

 ６．社会に貢献していることの広報、啓発  

(1) トラック運送業界のイメージアップを図るため、県内小学生を対象に絵画

コンクールを開催するとともに、最優秀賞の作品について会員企業の協力を

得てトラックにラッピングを施し、１０月１５日に出発式と表彰式を行った。

（応募学校１２８校、応募総数２，７１１点）。 

(2) 災害発生時に緊急救援物資輸送の円滑手配等を担う専門家を養成するため

の研修会を１０月４日、５日に開催した（参加事業者４社）。 

(3) １０月１６日に実施された富山県総合防災訓練に参加したほか、有事の際

の連絡体制確認のため、衛星電話の試験通話やテレビ会議システムによる訓

練を行うなど「富山県トラック協会緊急・救援輸送実施要綱」に基づく有事

即応体制を点検・整備した。  

(4) 国民保護法に基づく指定地方公共機関として、警報通知等を迅速に受信し、

適切に対応するため、Ｅｍ－Ｎｅｔの導通試験を実施した。 

(5) 新型インフルエンザ対策特別措置法に基づく指定地方公共機関として、

「富山県トラック協会新型インフルエンザ等対策に関する業務計画」に基づ

き、緊急物資輸送を行う人員の安全靴等を整備した。 

(6) 引越輸送等一般消費者に対する輸送相談・苦情処理に対応した。 

(7) トラック業界に対する県民の理解を深めるため、高速道路交通警察隊及び

富山県高速道路交通安全協議会の協力を得て、１０月７日に北陸自動車道小

矢部川サービスエリアで交通安全街頭キャンペーンを実施したほか、職業意

識育成と若年層の県内定着率を高める目的で開催される小学生向け職業体験

「ジョブキッズとやま２０２２」に参画した（小学生１８名）。 

(8) 富山県の魅力を発信するため、富山県が行う観光宣伝事業に対する協力と

して「とやま観光マップ」を作製配布した。 

 



 ７．その他輸送サービスの改善・向上等  

(1) 公益目的支出計画の確実な実施に努めた。 

(2) 輸送サービスセンター（富山県トラック会館）の適切な維持運営に努める

とともに、県内私立高等学校の入学試験会場など、一般にも施設を開放し公

共の利便に寄与した（会館利用延べ１９９日、約１３，０００人）。 

(3) ホームページを活用し、会員への情報提供の迅速化、内容の充実に努めた。  

(4) 全日本トラック協会に対し、政令で定めるところにより、富山県から交付

された交付金の２３％を出捐した。 

 

Ⅱ 近代化基金融資利子補給事業・収益事業・表彰事業  

 １．近代化基金融資利子補給事業  

(1) 地方近代化基金融資（利子補給）制度のより一層の利用を促進するととも

に、設備資金及びポスト新長期規制適合車の導入のための利子補給融資を公

募したところ、理事会の承認を受け次のとおり推薦し、利子補給を行った。 

    総公募枠：９億円（一般２億円、ポスト新長期６億円、低公害車等１億円） 

    推薦額 ：車両等   ２０件、２２台  ２９９,０３４千円 

    利子補給：５６１件、２，９０４千円 

 

 ２．収益事業 

(1) 労働災害防止に係る登録技能講習業務の適正な運営に努めた結果、令和４

年度の受講者数は１，１３６名となった。 

(2) 令和４年度運行管理者試験（第１回、第２回）実施に係る業務の適正な運

営に努めたほか、受験者のための試験対策事前講習を４回（７月９日・７月

２３日、１月２１日・２月４日の計４回延１３４名）実施した結果、富山県

の合格率は第１回２位、第２回が２位となった。  

(3) 北陸信越運輸局富山運輸支局が行う整備管理者講習の実施に協力するとと

もに、受講の周知徹底に努めた。 

 

 ３．表彰事業 

表彰規程に基づく各種表彰を実施した。 

(1) 永年協会役員表彰 ５名 

(2) 優良事業所表彰 ４社 

(3) 安全無事故事業所表彰 ３７社 

(4) 優良運行管理者表彰 ５名 

(5) 優良永年勤続従業員表彰 ４９名 

(6) 優良無事故運転者表彰 ５０名 

(7) 労働災害防止優良従業員表彰 なし 

 



Ⅲ 法人運営事業 

 １．協会運営 

(1) 公益目的支出計画の確実な実施に努めた。 

(2) 各種部会・委員会を開催した。 

(3) 協会の事業報告等の周知徹底をはかるため、事業報告会を計３回開催した。  

(4) 輸送の安全確保を図ることを目的に、新年安全祈願祭等を計３回開催した。  

(5) １０月５日、愛知県名古屋市で開催された第２７回全国トラック運送事業

者大会に参加し、業界の発展に向け一丸となった活動を展開した。 

(6) 富山県暴力追放運動推進センターの活動、社会を明るくする運動の事業等

に協力した。 

(7) 労働災害防止団体等、関係行政機関等が行う研修事業に参加協力した。 

 

 ２．実施した会合 

(1) 通常総会 ６月９日に開催 

(2) 理事会 ７回 

(3) 専門委員会、各種部会等 必要の都度開催（その他動静等に記載） 

(4) 事業者大会 ６月９日に開催 

(5) 各地区事業報告会 ５月１２日、５月１３日、５月２０日 

(6) 各地区新年安全祈願祭等  １月１２日、１月１３日、１月２０日 


